
自治会活動環境整備事業補助金は、連合自治会、自治会、町会等が自治会活動に直接必要な備品を購入する際、その購入に要する経費の一部を補助するものです。
補助対象団体
・連合自治会・自治会・町会等の団体（趣味や芸術等に限定した団体又は単一の事業・活動に特化した団体は除きます。）
補助対象経費等
・自治会活動を進める上で必要であり、かつ、自治会等の活性化に資すると認められる備品の購入に要する経費を補助対象とします。（搬入費、設置費、指導料を含み、保証料は対象外とします。）

・他の補助金等の交付を受ける場合、その補助等の金額を除きます。

・車両（人力によるものを除く。）及び中古品については、当該補助金の対象から除きます。
・マッサージ機など個人的な利用に留まる備品、祭礼行事等に関係する宗教性を帯びた備品及び景品等会員に配付するものについては、当該補助金の対象から除きます。
＊備品とは、性質又は形状を変えることなく長期間の使用に耐える物品で、補助対象備品例一覧表（別表）に掲げるものなどです。
【補助対象備品例一覧表】

	補助対象
	具体的な品目例

	会議等に
必要な備品
	机、椅子、ホワイトボート、コピー機、印刷機、テレビ、ビデオ、放送設備、パソコン及びその周辺機器等

	湯茶用の備品
	調理台、流し台、給湯器、冷蔵庫、食器棚、ガスコンロ等

	冷暖房器具
	ストーブ、ファンヒーター、扇風機等。ただし、エアコン等空調機器のうち、工事費の支払いを要する工事を伴うものは対象外とする（※）。

	地域活動に
必要な備品
	テント、炊飯器、清掃用具(草刈り機、ブロアー等)、発電機、ワイヤレスマイクセット、カラオケセット等

	その他備品
	倉庫、収納庫、電話機、ファックス、カーテン、下駄箱、時計、傘立て、掃除機、消火器、ＡＥＤ、防犯カメラ等。ただし、照明器具のうち、工事費の支払いを要する工事を伴うものは対象外とする（※）。


　※防犯カメラの設置にかかる工事費用は補助金の対象となりますが、それ以外の工事を伴うものは「自治会環境整備事業補助金」ではなく「集会所整備事業補助金」の制度を利用してください。
補助額及び算定方法等

・補助対象経費の2分の1を乗じて得た額。（１，０００円未満の端数は切り捨て）
・補助額は、１会計年度1団体につき３０万円を限度とします。（河内長野市集会所整備事業補助金交付要綱に基づく新築、改築、増築及び大規模改修の実施に伴う備品購入の場合については、１００万円を限度とします。ただし、自治会活動環境整備事業補助金及び河内長野市集会所整備事業補助金を合算した限度額は１，２００万円です。）
・補助対象経費の総額が１万円未満の場合は、補助対象としません。（ただし、ひとつの備品購入経費が１万円未満の場合でも、複数購入により１万円を超える場合は補助対象とします。）
自治会活動環境整備事業補助金制度の概要








